
「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-外食業分野の基準について-」の一部改正について 
 

令和２年２月２８日 
 
 

「外食業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針」に係る運用要領（平成３０年１２月２５日法務省・警察庁・外務省・厚生労働

省・農林水産省）及び出入国管理及び難民認定法第7条第1項第2号の基準を定める省令の表の法別表第１の２の表の特定技能の項の下欄第１号に掲

げる活動の項の下欄第６号並びに特定技能雇用契約及び１号特定技能外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１項第１３号及び第２項第７号の

規定に基づき外食業業分野に特有の事情に鑑みて定める基準（平成31年農林水産省告示第527号）の一部改正に伴って，「特定の分野に係る特定技能

外国人受入れに関する運用要領-外食業分野の基準について-」について，今般，下記のとおり必要な改正を行いましたので，公表します。 
 

記 
赤字が修正部分 

 

通し

番号 

 

該当ページ 

（改正後） 

 
改正箇所 

 
現行 

 
改正 

1 P３ 第１ 特定技能外国

人が従事する業務 

【関係規定】 

分野別運用要領(抜

粋) 

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用

に関する重要事項 
１．１号特定技能外国人が従事する業務 

外食業分野において受け入れる１号特定技能外

国人が従事する業務は，運用方針３（１）に定め

る試験区分及び運用方針５（１）に定める業務に

従い，上記第１の試験合格又は下記２（１）の技

能実習２号移行対象職種・作業修了により確認さ

れた技能を要する飲食物調理，接客，店舗管理の

業務をいう。 
あわせて，当該業務に従事する日本人が通常従

事することとなる関連業務（例：原材料調達・受

入れ，配達作業等）に付随的に従事することは差

第３ その他特定技能の在留資格に係る制度の運用

に関する重要事項 
１．１号特定技能外国人が従事する業務 

外食業分野において受け入れる１号特定技能外

国人が従事する業務は，運用方針３（１）に定め

る試験区分及び運用方針５（１）に定める業務に

従い，上記第１の試験合格又は下記２（１）の技

能実習２号移行対象職種・作業修了により確認さ

れた技能を要する飲食物調理，接客，店舗管理の

業務をいう。 
あわせて，当該業務に従事する日本人が通常従

事することとなる関連業務（例：原材料調達・受

入れ，配達作業等）に付随的に従事することは差



し支えない。 
なお，外食業分野の対象は，以下の日本標準産

業分類に該当する事業者が行う業務とする。 
76 飲食店 
77 持ち帰り・配達飲食サービス業 

し支えない。 
 
 

2 P４ 第１ 特定技能外国

人が従事する業務 

○３つ目 

〇 外食業分野の１号特定技能外国人を受け入れる

ことができる事業者は，日本標準産業分類上，

「飲食店」又は「持ち帰り・配達飲食サービス

業」に分類される経済活動を行っている事業者と

します。 
〇 １号特定技能外国人を受け入れる事業者は，１

号特定技能外国人を「飲食店」又は「持ち帰り・

配達飲食サービス業」に分類される事業所に就労

させる必要があります。 
 

 
 
 
 
 
〇 １号特定技能外国人を受け入れる事業者は，１

号特定技能外国人を以下の飲食サービス業のいず

れかを行っている事業所に就労させる必要があり

ます。 
  なお、本要領別冊でいう客とは，飲食料品を消

費（飲食，喫食）する特定の者をいいます。（集

団給食のように，注文や受取りについて，代理の

者を介する場合も含みます。） 
一方，飲食料品を提供する相手自らがその飲食

料品を消費するのではなく，不特定の消費者に販

売する目的で仕入れる者である場合は，いわゆる

B to B（Business to Business）取引である卸売

りに該当するため，飲食サービス業による客への

提供には該当しません。 
(1) 客の注文に応じ調理した飲食料品，その他の飲

食料品をその場で飲食させる飲食サービス業

（例：食堂，レストラン，料理店等の飲食店，喫

茶店等） 
(2) 飲食することを目的とした設備を事業所内に有

さず，客の注文に応じ調理した飲食料品を提供す

る持ち帰り飲食サービス業（例：持ち帰り専門店

等） 
(3) 客の注文に応じ，事業所内で調理した飲食料品

を客の求める場所に届ける配達飲食サービス業

（例：仕出し料理・弁当屋，宅配専門店，配食サ

ービス事業所等） 



(4) 客の求める場所において調理した飲食料品の提

供を行う飲食サービス業（例：ケータリングサー

ビス店，給食事業所等） 
 なお，飲食サービス業を行っている事業所に当た

るか否かを判断するに当たっては，飲食サービス業

を営む部門の売上げが当該事業所全体の売上げの主

たるものである必要はありません。このため，例え

ば，宿泊施設内の飲食部門や医療・福祉施設内の給

食部門などに就労させることも可能です。 
3 P５ 第１ 特定技能外国

人が従事する業務 

○６つ目 

○ １号特定技能外国人を受け入れようとする場合

に当該外国人に従事させようとする業務が外食業

分野に該当するか否か不明な場合の問合せ先は次

のとおりです。 
農林水産省食料産業局食文化・市場開拓課 
〒100-8950 東京都千代田区霞が関１－２－１ 
TEL 03（6744）7177 

 

○ １号特定技能外国人を受け入れようとする場合

に当該外国人に従事させようとする業務が外食業

分野に該当するか否か不明な場合の問合せ先は次

のとおりです。 
農林水産省食料産業局食文化・市場開拓課外食

産業室 
〒100-8950 東京都千代田区霞が関１－２－１ 
TEL 03（6744）7177 

 
4 P５ 第１ 特定技能外国

人が従事する業務 

【確認対象の書類】 

○１つ目及び２つ目 

○ 外食業分野における特定技能外国人の受入れに

関する誓約書（分野参考様式第14－１号） 
○保健所長の営業許可証の写し 

 

○ 外食業分野における特定技能外国人の受入れに関

する誓約書（分野参考様式第14－１号） 
○ 事業所において飲食サービス業を行うに当たっ

て，法令に基づく許可等を受けていることを確認で

きる以下の資料 
・保健所長の営業許可を受けている場合は，許可証

の写し 
・保健所長の営業許可を要しないが届出の対象の施

設については，届出（届出後に変更届を提出してい

る場合は変更届も含む。）の写し（例：学校，病

院，その他の施設の特定給食施設） 
※ 法令に基づく許可等を要しない施設の場合は資

料の提出は不要 
5 P6 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準 

【関係規定】 

分野別運用方針（抜粋） 

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関

する事項 

外食業分野において特定技能１号の在留資格で受

け入れる外国人は，以下に定める試験に合格した者

又は外食業分野の第２号技能実習を修了した者とす

分野別運用方針（抜粋） 

３ 特定産業分野において求められる人材の基準に関す

る事項 

外食業分野において特定技能１号の在留資格で受け

入れる外国人は，以下に定める試験に合格した者又は

外食業分野の第２号技能実習を修了した者とする。 



分野別運用方針（抜

粋） 

 

る。 

（１）技能水準（試験区分） 

「外食業技能測定試験（仮称）」 

（２）日本語能力水準 

「日本語能力判定テスト（仮称）」又は「日本

 語能力試験（Ｎ４以上）」 

（１）技能水準（試験区分） 

「外食業特定技能１号技能測定試験」 

（２）日本語能力水準 

「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語

能力試験（Ｎ４以上）」 

6 Ｐ９ 

 

第３ 特定技能雇用

契約の適正な履行

の確保に係る基準 

【関係規定】 

告示第２条 

外食業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特定技

能外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１項

第13号及び第２項第７号に規定する告示で定める基準

は，特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機

関が次のいずれにも該当することとする。 

一 １号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定

法（昭和26年政令第319号）別表第１の２の表の

特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動を行おう

とする外国人をいう。以下同じ。）に，風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和2

3年法律第122号。以下「風営法」という。）第２

条第４項に規定する接待飲食等営業を営む営業所

において就労させないこととしていること。 

 

告示第２条 

外食業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特定技能

外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１項第1

3号及び第２項第７号に規定する告示で定める基準は，

特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関が次

のいずれにも該当することとする。 

一 １号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法

（昭和26年政令第319号）別表第１の２の表の特定

技能の項の下欄第１号に掲げる活動を行おうとする

外国人をいう。以下同じ。）に，風俗営業等の規制

及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第

122号。以下「風営法」という。）第２条第１項に

規定する風俗営業及び同条第５項に規定する性風俗

関連特殊営業を営む営業所において就労させないこ

ととしていること。 

7 P1０ 第３ 特定技能雇用

契約の適正な履行

の確保に係る基準 

○２つ目 

○ １号特定技能外国人に，風営法第２条第４項に

規定する接待飲食等営業を営む営業所において就

労させてはなりません。また，風営法第２条第３

項に規定する接待を行わせてはなりません。 

○ １号特定技能外国人に，風営法第２条第１項に

規定する風俗営業及び同条第５項に規定する性風俗

関連特殊営業を営む営業所において就労させては

なりません。また，風営法第２条第３項に規定す

る接待を行わせてはなりません。 

8 P1０ 第３ 特定技能雇用

契約の適正な履行

の確保に係る基準 

○７つ目 

○ なお，協議会に関する問合せ先は次のとおりで

す。 
農林水産省食料産業局食文化・市場開拓課 
〒100-8950 東京都千代田区霞が関１－２－１ 
TEL 03（6744）7177 

 

○ 問合せ先は次のとおりです。 
特に，協議会において，外食業分野の対象でない

と判断された場合には，許可を受けた特定技能外国

人を引き続き雇用することができなくなってしまい

ますので，外食業分野に該当することに疑義がある

場合は，特定技能所属機関となる前（特定技能外国

人を雇用する前）に，あらかじめ問合せ願います。 
農林水産省食料産業局食文化・市場開拓課外食産

業室 
〒100-8950 東京都千代田区霞が関１－２－１ 



TEL 03（6744）7177 

9 P１０-１１ 第３ 特定技能雇用

契約の適正な履行

の確保に係る基準 

【確認対象の書類】 

○３つ目 

〇 保険所長の営業許可証の写し ○ 事業所において飲食サービス業を行うに当たっ

て，法令に基づく許可等を受けていることを確認

できる以下の資料 
・保健所長の営業許可を受けている場合は，許可証

の写し 
・保健所長の営業許可を要しないが届出の対象の施

設については，届出（届出後に変更届を提出して

いる場合は変更届も含む。）の写し（例：学校，

病院，その他の施設の特定給食施設） 
※法令に基づく許可等を要しない施設の場合は資

料の提出は不要 
10 P1２ 第４ 適合１号特定技

能外国人支援計画

の適正な実施の確

保に係る基準 

【関係規定】 

告示第２条 

外食業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特定技

能外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１項

第13号及び第２項第７号に規定する告示で定める基準

は，特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機

関が次のいずれにも該当することとする。 

一 １号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定

法（昭和26年政令第319号）別表第１の２の表の

特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動を行おう

とする外国人をいう。以下同じ。）に，風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和2

3年法律第122号。以下「風営法」という。）第２

条第４項に規定する接待飲食等営業を営む営業所

において就労させないこととしていること。 

 

告示第２条 

外食業分野に係る特定技能雇用契約及び１号特定技

能外国人支援計画の基準等を定める省令第２条第１項

第13号及び第２項第７号に規定する告示で定める基準

は，特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機

関が次のいずれにも該当することとする。 

一 １号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定

法（昭和26年政令第319号）別表第１の２の表の

特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動を行おう

とする外国人をいう。以下同じ。）に，風俗営業

等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

23年法律第122号。以下「風営法」という。）第

２条第１項に規定する風俗営業及び同条第５項に

規定する性風俗関連特殊営業を営む営業所におい

て就労させないこととしていること。 

11 分野参考 

様式１４―１ 

（特定技能所

属機関） 

分野参考様式１４―１

（特定技能所属機関） 

【誓約事項】 
 

１． 日本標準産業分類上，「飲食店」又は「持ち帰

り・配達飲食サービス業」に分類される経済活動を

行っている事業者であること。 
２．１号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法

（昭和26年政令第319号）別表第１の２の表の特定

技能の在留資格（同表の特定技能の項の下欄第１号

に係るものに限る。）をもって在留する外国人をい

う。以下同じ。）を「飲食店」又は「持ち帰り・配

達飲食サービス業」に分類される事業所に就労させ

 

 
１．１号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法

（昭和26年政令第319号）別表第１の２の表の特定

技能の在留資格（同表の特定技能の項の下欄第１号

に係るものに限る。）をもって在留する外国人をい

う。以下同じ。）を以下の飲食サービス業のいずれ

かを行う「飲食店」又は「持ち帰り・配達飲食サー



ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．１号特定技能外国人を，風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122
号。以下「風営法」という。）第２条第４項に規定

する接待飲食等営業を営む営業所において就労させ

ないこと。 
４．（略） 
５．（略） 
６．（略） 
７．（略） 
８．（略） 
９．（略） 
10．（略） 

ビス業」に分類される事業所に就労させること。 
(1) 客の注文に応じ調理した飲食料品，その他の飲食料

品をその場で飲食させる飲食サービス業（例：食堂，

レストラン，料理店等の飲食店，喫茶店等） 
 (2) 飲食することを目的とした設備を事業所内に有さ

ず，客の注文に応じ調理した飲食料品を提供する持

ち帰り飲食サービス業（例：持ち帰り専門店等） 
 (3) 客の注文に応じ，事業所内で調理した飲食料品を

客の求める場所に届ける配達飲食サービス業（例：

仕出し料理・弁当屋，宅配専門店，配食サービス事

業所等） 
 (4) 客の求める場所において調理した飲食料品の提供

を行う飲食サービス業（例：ケータリングサービス

店，給食事業所等） 
２．１号特定技能外国人を，風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122
号。以下「風営法」という。）第２条第１項に規定

する風俗営業及び同条第５項に規定する性風俗関連

特殊営業を営む営業所において就労させないこと。 
３．（略） 
４．（略） 
５．（略） 
６．（略） 
７．（略） 
８．（略） 
９．（略） 

 


